
＜別表１－②＞

人 件 費 所要額 詳細は別途通知する

扶 助 費 所要額 （基準改定分を除く）

公 債 費 所要額

県 税 交 付 金 等 所要額 （根拠となる法令等を明記すること）

通 常 事 業 別表2に示す部局ごとの予算要求上限額（一般財源ベース）以内

経常的行政経費（業務委託料等）

債務負担あり…契約等に基づく金額

債務負担なし…△5%

経常的行政経費（その他の経常的管理経費）△5%

　庁舎管理費等の削減･･･光熱水費，通信運搬費，庁舎管理費の削減等

　事務経費等の削減･･･旅費，消耗品費，印刷製本費，文書発送費等の削減等

一般的行政経費（関係団体等への補助等）

人件費を含む場合の人件費相当額･･･前年度同額

※ただし，人事委員会勧告の趣旨，給与構造改革その他の人件費抑制策の趣旨

　を考慮し要求すること

人件費を含む場合の人件費以外の額･･･△5%

人件費を含まない場合･･･△5%

一般的行政経費（社会福祉施設運営費等）･･･前年度同額

一般的行政経費（その他の一般的経費）

利子補給など債務負担行為に基づく経費…契約等に基づく金額

上記以外の一般的経費･･･△5%

裁量的行政経費･･･△5%

清掃業務，警備業務の標準
積算に注意

区　　　分

予算要求基準及び積算ガイドライン

平成24年度当初予算要求基準及び積算ガイドライン 備　　考

義
務
的
経
費

※平成19年9月25日付け財第93号総務部長通知の「予算の節減に係る指針」を
　参考に削減に努めること

一
般
的
経
費

非常勤職員等の新規・増員は人事課（警察本部・教育庁は
財政課）との協議が必要

裁量的行政経費 △5%

重 点 事 業 別表2に示す部局ごとの予算要求上限額（一般財源ベース）以内

「みやぎ発展税」充当事業 既存事業への充当を基本とし，事業の必要性を検討した上で，所要額

「みやぎ環境税」充当事業 既存事業への充当を基本とし，事業の必要性を検討した上で，所要額

県 執 行 建 物 大規模県執行建物 … 計画額を目安

対象施設：消防学校，教育・福祉複合施設，拓桃医療療育センター

県立学校建設費（教育庁） … 事 業 費 85億円，一般財源26.7億円

社会福祉施設整備費（保健福祉部） … 一般財源及び地方債充当ベース5.3億円

その他の県執行建物 … 所要額（新規は原則凍結）

私 立 学 校 助 成 費 所要額

出資・貸付・繰出金等 所要額 義務的経費枠との区分に

注意すること

東日本大震災復興事業 所要額
（震災復興計画個別事業財政課判定によりＡ・Ｂ・基金及びＤ判定とされた他経費
区分における継続事業で東日本大震災の発生に起因する事業費の増加分に限る）
所要額

補 助 公 共 事 業 要求上限額　概ね 283億円

122億円

161億円

単 独 公 共 事 業 事業費　平成23年度当初予算比で概ね△20%

国直轄事業負担金 事業費　平成23年当初予算比で△2.6%

（土地改良（直入方式地区除く），災害は認証見込額）

災 害 復 旧 事 業 過年分 認証見込額

現年分 H23当初予算額の範囲内

復 興 公 共 事 業 東日本大震災による新設補助又は補助率嵩上げ補助公共事業及びこれと一体的に

実施される単独公共事業

震災復興特別交付税（仮称）が交付される補助公共事業及び単独公共事業

土 木 部

その他特に必要と
認 め る も の

農 林 水 産 部

（事前に財政課が指定した事業以外は，財政課と協議の上，要求すること）

公
共
事
業
経
費

（地域自主戦略交付金及び農山漁村地域整備交付金事業を含む）

（地域自主戦略交付金及び社会資本整備総合交付金事業を含む）


